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表紙の説明 

事 業 名 二級河川二河川水系二河川支川 21 災害関連緊急砂防事業 

事業場所 安芸郡熊野町川角５丁目 

事業期間 平成 30 年度～令和元年度 

工事概要 砂防堰堤工 N=1 基（堤長 L=69.0ｍ，堤高 H=9.5ｍ） 

     コンクリート V=2,561ｍ3 

     鋼製流木止工 N=1 基（格子型） 
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１ 管内の概要 

 (1) 事務所の沿革 

  大正04年00月00日 広島市，安芸郡，安佐郡及び佐伯郡を管轄区域として，広島市水
か

主
こ

 

           町県庁舎（現在の広島市文化交流会館敷地）内に広島土木出張所を 

開設した。 

    昭和04年04月01日 廿日市土木出張所の開設により，佐伯郡を分離し，広島市，安芸郡 

           及び安佐郡を所管区域とした。 

  昭和20年08月06日 戦時中産業奨励館（現在の原爆ドーム）に移転していたため，原爆 

           により，多数の職員が犠牲となった。庁舎が壊滅したので，可部町 

           へ仮移転した。 

  昭和21年01月00日 広島市基町（相生橋上流左岸堤防）に仮事務所を設置した。 

  昭和22年04月00日 広島市基町の護国神社跡（現在の旧広島市民球場跡地）に木造の 

庁舎を新築移転した。 

  昭和33年03月29日 広島市上八丁堀へ鉄筋コンクリート２階建の庁舎を新築移転した。 

    昭和37年04月11日 本館に３階を増築した。 

    昭和39年04月01日 機構改革により広島土木建築事務所に組織変更した。（総務課，用地 

           課，管理課，維持課，工務第一課，工務第二課，業務課，建築課の 

８課制） 

  昭和45年04月01日 都市計画課を増設した。（９課制） 

    昭和46年04月01日 工務第一課と工務第二課を統合して工務課とした。なお，再開発課 

           を増設した。（９課制） 

  昭和47年04月01日 都市計画課と再開発課を広島都市計画事務所に統合分離した。（７ 

           課制） 

    昭和55年04月01日 広島市が政令指定都市に昇格したため，事務の一部を移譲し，管理 

           課と維持課を統合して維持管理課とした。なお，都市計画事務所の 

           廃止に伴い都市計画課が新設された。（７課制） 

  昭和55年09月01日 広島緑化植物公園の一部開園に伴い，広島緑化植物公園管理事務所 

           を新設した。（７課１事務所制） 

  昭和59年04月01日 業務課と都市計画課を廃止した。なお，広島緑化植物公園管理事務 

           所が広島緑化植物公園と名称変更して本庁（都市整備課）直轄とし 

           た。（５課制） 

  昭和60年03月20日 佐伯郡五日市町が広島市と合併したため五日市町が佐伯区となり， 

           当所の所管区域とした。 

    昭和60年04月01日 魚切ダム管理事務所を当所の直轄とした。（５課１事務所制） 

  昭和61年04月01日 維持管理課業務係及び建築課住宅係を廃止した。 

  平成01年04月01日 梶毛ダム建設事務所を新設した。（５課２事務所制） 

  平成08年04月01日 東部連続立体交差事業所を新設した。（５課３事務（業）所制） 

  平成12年04月01日 太田川流域下水道事務所の廃止に伴い下水道課を新設した。また， 

           災害対策課を新設した。（７課３事務（業）所制） 

  平成13年04月01日 機構改革により広島地域事務所建設局に組織変更した。また，用地 

           課を用地第一課，用地第二課に分割した。（８課３事務（業）所制） 



 2 

  平成13年07月30日 広島市南区比治山本町へ移転した。 

    平成15年04月01日 用地第一課，用地第二課を統合し用地課とした。下水道課，災害対 

           策課を廃止し，都市建設課を新設した。（６課３事務（業）所制） 

  平成17年04月01日 呉地域事務所大柿支局・芸北地域事務所吉田支局の廃止に伴い，広 

           島地域事務所建設局大柿維持管理分室・吉田維持管理分室とした。 

           用地課を用地第一課・用地第二課，工務課を工務第一課・工務第二 

           課に分割した。また，建設業課を新設した。（９課３事務（業）所 

           ２分室制） 

  平成18年04月01日 大柿維持管理分室及び吉田維持管理分室を本局に統合した。これに 

           伴い，維持管理課を廃止し，管理課・維持第一課・維持第二課を新 

           設した。また，梶毛ダム建設事業所を廃止し，梶毛ダム管理事務所 

           を新設した。（１１課３事務（業）所制） 

  平成20年04月01日 都市建設課を廃止した。（１０課３事務（業）所制） 

  平成21年04月01日 機構改革により西部建設事務所に組織変更した。また，東部連続立 

           体交差事業所を東部連続立体交差事業課に改称した。（１１課２事 

           務所制） 

  平成22年04月01日 梶毛ダム管理事務所を廃止した。（１１課１事務所制） 

    平成23年04月01日 事業調整員を事業調整特別班として独立させた。（１１課１班１事 

           務所制） 

  平成26年10月 1日 平成26年8月20日に広島市内で発生した大規模土砂災害に対応するた 

め，災害復旧チームを新設した。（１１課１班１チーム１事務所制） 

  平成27年 4月 1日 管理課を管理第一課，管理第二課に分割した。（１２課１班１チーム 

１事務所制） 

  平成28年 4月 1日 事業調整特別班を，事業調整・土砂法指定推進班に名称変更した。 

  平成30年 8月 1日 平成30年７月豪雨災害に対応するため，復旧準備班を新設した。 

（１２課２班１チーム１事務所制） 

  平成30年 9月 1日 復旧準備班を廃止し，災害関連緊急対策チームを新設した。 

（１２課１班２チーム１事務所制） 

  平成31年 4月 1日 災害復旧チームを廃止した。（１２課１班１チーム１事務所制） 

  令和２年 4月 1日 平成30年７月豪雨災害に対応するため，三篠川復旧事業課を新設した。 

           事業調整・土砂法指定推進班を事業調整特別班に名称変更した。 

           （１３課1班１チーム１事務所制） 
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 (2) 所管区域 

   当所の所管区域は 6市 7町（広島市，竹原市，大竹市，廿日市市，安芸高田市，江田島

市，府中町，海田町，熊野町，坂町，安芸太田町，北広島町，大崎上島町）で，このうち

一般土木関係は，３市４町（下表のとおり）を，建設業法等関係は，５市６町（下表のと

おり）を，建築関係・開発関係は，4市 7町（下表のとおり）を所管している。 

   管内の総面積は 3,336.38 平方キロメートルと県の約 39 パーセント，人口は約 156 万 

2 千人と県内人口の約 56パーセントを占めている。 

   地勢は，大部分が山地で，管内中央部には中国山地に源を発した太田川が大小 57 の河

川を合流，西部には阿弥陀山に源を発した八幡川が石内川を合流して，それぞれ広島湾に

注ぎ，東部には東広島市に源を発した瀬野川が熊野川ほか 2河川を合流して海田湾に注ぎ，

これらの下流域に人口が集中して，市街地が形成されている。 

 
 

  面積及び人口 

 

所 管 市 町 名 
土地面積 

(k㎡） 

世 帯 数 

（戸) 

人  口 

（人） 一般土木事務 建設業法等事務 
建 築 事 務 

開 発 事 務 

広 島 市 広 島 市  906.69 551,821 1,199,359 

  竹 原 市 118.23 10,814 24,300 

 大 竹 市 大 竹 市 78.66 11,677 26,676 

 廿 日 市 市  489.49 48,004 114,758 

安芸高田市 安芸高田市 安芸高田市 537.75 11,652 27,777 

江 田 島 市 江 田 島 市 江 田 島 市 100.71 10,191 22,144 

府 中 町 府 中 町 府 中 町 10.41 21,712 51,161 

海 田 町 海 田 町 海 田 町 13.79 12,963 29,558 

熊 野 町 熊 野 町 熊 野 町 33.76 9,457 22,995 

坂 町 坂 町 坂 町 15.69 5,158 12,622 

 安芸太田町 安芸太田町 341.89 2,652 5,784 

 北 広 島 町 北 広 島 町 646.20 7,852 18,065 

  大崎上島町 43.11 3,837 7,456 

計 3,336.38 797,790 1,562,655 

資料 

    １ 面積「全国都道府県市区町村別面積調（令和元年 10 月１日時点）」（国土地理院技術資料） 

     なお，安芸高田市は境界の一部が未定のため，参考値を示した。 

    ２ 世帯数及び人口「広島県人口移動統計調査 推計人口（令和元年 10 月 1日時点）」（広島県統計課） 



２　組織及び職員の配置状況（令和２年４月１日）
　(1)　組　　織

魚切ダム管理事務所

（13課１班１チーム１事務所）

事業調整特別班

災害関連緊急対策
チ ー ム

三篠川復旧事業課

工 務 第 一 課

次　長

担当課長

工務第二係

参　事 審査第一係

（工事検査担当）
建    築    課 審査第二係

検査指導係

東部連続立体交差事業課
第一班

担当課長
第二班

工務第二係

参　　　事

工 務 第 二 課 工務第一係

工務第一係

管理第一係
管 理 第 二 課

管理第二係

維持第二係

維持第一係
維 持 第 二 課

維持第二係

主　　　幹

西部建設事務所長 次　長 維持第一係
維 持 第 一 課

（技術）

参　　　事

用 地 第 二 課 用地第一係

用地第二係

管理第一係
管 理 第 一 課

管理第二係

参　　　事

（事務） 用 地 第 一 課 用地第一係

用地第二係

参　　　事

建 設 総 務 課 庶  務  係

工  事  係

建  設  業  課
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(2)  職員の配置状況
（令和2年4月1日現在）

1 1 3 1 6 6

事業調整特別班 1 1 1 1 4 1 5

小計 1 1 3 1 1 1 1 1 10 1 11

建設総務課 1 1 2 2

庶務係 1 4 1 6 1 7

工事係 1 3 2 6 1 7

小計 1 1 2 7 3 14 2 16

1 3 2 6 1 1 1 9

用地第一課 1 1 2 2

用地第一係 1 1 1 2 5 1 1 1 8

用地第二係 1 3 2 6 1 7

小計 1 1 2 4 1 4 13 1 1 2 17

用地第二課 1 1 2 2

用地第一係 1 5 1 7 1 8

用地第二係 1 2 1 4 2 6

小計 1 1 2 7 2 13 1 2 16

管理第一課 1 1 1

管理第一係 1 1 2 4 1 5

管理第二係 1 2 1 4 4

小計 1 1 1 3 2 1 9 1 10

1 1 1

管理第一係 1 2 3 1 4

管理第二係 1 2 1 4 2 6

小計 1 1 1 2 1 2 8 3 11

維持第一課 1 1 1

維持第一係 1 2 1 4 2 6

維持第二係 1 2 1 4 1 5

小計 1 2 4 1 1 9 3 12

維持第二課 1 1 1

維持第一係 1 1 2 4 1 5

維持第二係 1 1 2 4 1 5

小計 1 2 1 1 4 9 1 1 11

工務第一課 1 1 2 2

工務第一係 1 2 3 6 1 1 8

工務第二係 1 1 1 3 6 1 7

小計 1 1 1 1 1 3 6 14 1 1 1 17

工務第二課 1 1 2 2

工務第一係 1 2 2 5 1 6

工務第二係 1 2 3 6 6

小計 1 1 2 2 2 5 13 1 14

建築課 1 1 1

審査第一係 1 1 2 4 4

審査第二係 1 1 1 3 1 4

検査指導係 1 1 2 4 4

小計 1 1 2 1 4 3 12 1 13

1 1 1 2 5 1 6

2 4 1 3 10 1 4 1 16

1 3 2 6 1 7

1 1 3 1 1 1 15 4 1 4 17 44 17 14 27 151 6 4 1 6 18 186

1 3 4 3 2 9

1 1 3 1 1 1 16 4 1 4 17 47 17 14 27 155 9 4 1 6 20 195

※　ダム当直専門員6名は除いている。

魚切ダム管理事務所（※）

建設業課

合計

計

災害関連緊急対策チーム

参
事
（

事
業
調
整
担
当
）

係
 
 
 
 
長

三篠川復旧事業課

管理第二課

所
　
　
　
長

次
　
　
　
長

東部連続立体交差事業課

次
長
（

兼
）

政
策
監

課  　係  　名

職
　
名

参
事
（

工
事
検
査
担
当
）

主
幹
（

災
害
調
整
担
当
）

課
長
及
び
所
長

参
　
　
　
　
事

主
幹
（

兼
）

係
長

主
　
　
　
　
幹

事
務
従
事
員

育
児
休
業
及
び
休
職
職
員

主
　
　
　
　
査

合
計

派
 
遣
 
職
 
員

主
 
 
 
 
事

技
 
 
 
 
師

小
計

主
　
　
　
　
任

再
 

任
 

用
 

職
 

員

専
　
　
　
　
従
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 (3) 各課の分掌事務（令和 2年 4月 1日） 

       

事業調整特別班 

    １ 関係機関との協議，調整，情報収集等に関すること。 

    ２ 道路・河川・海岸・砂防・街路事業に係る次の事務に関すること。 

     (1)  新規事業の要望，企画，調査，設計に関すること。 

          (2)  中長期計画等に関すること。 

    ３ 土砂災害警戒区域等の変更に関すること。 

    ４ 市町の都市計画手続き事務に関すること。 

    ５ 災害業務等に係る事務所間の応援及び対応計画に関すること。 

    ６ 広島県公共土木施設災害支援制度の事務に関すること。 

 

   建設総務課 

    １ 所の総合調整及び他所との連絡調整に関すること。 

    ２ 庁舎の管理に関すること。（西部建設事務所庁舎に関するものに限る。） 

    ３ 工事の執行に関する事務のうち工事契約に関すること。 

    ４ 国又は県の補助により市町等が行う土木工事の事務の指導に関すること。 

    ５ 前各号のほか，他課及び管理事務所の所掌に属しないこと。 

 

   建設業課 

    １ 建設業の許可に関すること。 

    ２ 宅地建物取引業者等の免許及び登録に関すること。 

    ３ 建設工事に係る解体工事業者の登録に関すること。 

    ４ 浄化槽工事業者の登録に関すること。 

 

   用地第一課・用地第二課 

    土木関係公共用土地物件及び住宅用土地物件の取得並びに工事の執行に伴う損失 

   補償に関すること。 

 

   管理第一課・管理第二課  

    １ 道路，河川，海岸保全区域（第一課のみ），公有水面（第一課のみ），砂防 

指定地，地すべり防止区域，急傾斜地崩壊危険区域及び土砂災害警戒区域等の 

管理に関すること。 

    ２ 広島県アダプト制度に関すること。 

    ３ 採石法に関すること。（第一課のみ） 

    ４ 砂利採取法に関すること。（第一課のみ） 

 

   維持第一課・維持第二課 

    道路，河川，海岸保全区域（第一課のみ），砂防指定地，地すべり防止区域及び 

急傾斜地崩壊危険区域等の施設維持及び補修に関すること。 
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   工務第一課・工務第二課 

    １ 他課・管理事務所の所掌に属しない土木工事の調査，設計及び実施並びに 

監督に関すること。 

    ２ 国又は県の補助により市町等が行う土木工事の指導に関すること。 

    ３ 災害復旧事業（公共）の調査，設計及び監督に関すること。 

    ４ 市町の都市計画等の助言に関すること。（第一課のみ） 

    ５ 県の定める都市計画案の作成等に関すること。（第一課のみ） 

   

   建 築 課 

    １ 建築基準法に基づく確認，検査，指導及び取締り等に関すること。 

    ２ 建築士の指導及び取締りに関すること。 

    ３ 浄化槽法の規定による設置等の届出の受理等に関すること。 

４ 建築物省エネ法の届出及びバリアフリー法の認定に関すること。 

    ５ 建築物の防災に関すること。 

    ６ 災害関連融資業務に関すること。 

    ７ 都市計画法の規定による開発行為等の規制及び都市計画施設等の区域内におけ 

     る建築の規制に関すること。 

    ８ 宅地造成規制法及び旧住宅地造成事業に関する法律に関すること。 

    ９ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に関すること。 

 

   東部連続立体交差事業課 

    １ 広島市東部地区連続立体交差事業の推進に関すること。 

    ２ 連立事業に関連する，土地区画整理事業及び街路事業等との調整に関すること。 

    ３ 担当区域（府中町・海田町）に属する土木工事の調査，設計及び監督に関する 

     こと。 

    ４ 国又は県の補助により市町等が行う土木工事の指導に関すること。 

    ５ 災害復旧事業（公共）の調査，設計及び監督に関すること。 

    ６ 都市計画道路等の土木工事の調査，設計及び監督に関すること。 

 

   災害関連緊急対策チーム第一課・第二課 

    １ 災害関連緊急砂防事業の調査，設計，監督に関すること。 

    ２ 災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業の調査，設計，監督に関すること。 

   ３ 砂防激甚災害特別緊急事業の調査，設計，監督に関すること。 

     

 

   三篠川復旧事業課 

    三篠川災害復旧助成事業の調査，設計，監督に関すること 

 

   魚切ダム管理事務所 

    魚切ダム及び梶毛ダムの管理に関すること。 

 



（4）水防体制 ①水防法関係 

 

水 防 本 部 組 織 図               
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地域危機管理監 

（総務事務所長） 

（総務事務所支所長） 

地方本部長 

（建設事務所長） 

（建設事務所支所長） 

（広島港湾振興事務所長） 

連携 

副本部長 

（建設事務所次長） 

（建設事務所支所次長） 

（広島港湾振興事務所次長） 

地 方 本 部 

庶 務 班 

 （総務事務所員及び支所員） 

班員 （建設事務所員及び支所員） 

（広島港湾振興事務所員） 

 

情報連絡班 

（建設事務所員及び支所員） 

班員 （農林水産事務所員及び 

農林事業所員） 

（広島港湾振興事務所員） 

水防対策班 

（建設事務所員及び支所員） 

班員 （農林水産事務所員及び 

農林事業所員） 

（広島港湾振興事務所員） 

資 材 班 
班員 （建設事務所員及び支所員） 

   （広島港湾振興事務所員） 

 

※ 各班の体制等については，地方本部長及び関係機関が，別に定めるところによる。 

庶務班長 

（道路河川管理課長） 
班員 

資材班長 

班員 

情報連絡班長 

班員 

 

水防対策班長 

班員 

 

河川課及び砂防課 

いずれかの課長 

危機管理監 

連携 

県 本 部 

水 防 本 部 長 

（土木建築局長） 

副 本 部 長 

総括官（土木整備） 

総括官（空港港湾） 

 

道路河川管理課，河川課， 

砂防課，土木建築総務課， 

建設産業課，用地課各課員 

道路河川管理課，河川課， 

砂防課各課員 

道路河川管理課，河川課， 

砂防課，技術企画課， 

港湾振興課，港湾漁港整備課， 

都市計画課，都市環境整備課，

建築課，住宅課，営繕課， 

農業基盤課各課員 

河川課及び砂防課 

いずれかの課長 

河川課及び砂防課 

いずれかの課長 

土木建築総務課長 

道 路 企 画 課 長 

道 路 整 備 課 長 

技 術 企 画 課 長 

港 湾 振 興 課 長 

港湾漁港整備課長 

都 市 計 画 課 長 

建 築 課 長 

住 宅 課 長 

農 業 基 盤 課 長 

水防本部長付 

※ 各班の体制等については，別に定める。 

道路河川管理課，道路企画課， 

道路整備課，河川課，砂防課 

各課員 



広島県災害対策西部支部の機構（災対法に基づく広島県地域防災計画書による災対支部組織図）

支　　　　部　　　　長

副　　　　　　　支　　　　　　　部　　　　　　　長

西部建設事務所 西部建設事務所

安芸太田支所長 廿日市支所長

支部会議

総括班（総務事務所）

総括班（廿日市地区） 総括班（広島地区）

実施班（廿日市地区） 実施班（広島地区）

建設班 厚生環境班 県税班 総務班 教育班 水道班 建設班 農林水産班 厚生環境班 県税班 総務班

大竹市，廿日市市 広島市，安芸高田市，府中町，海田町，熊野町，坂町，安芸太田町，北広島町

西部建設事務所長

西部地域危機管理監
（西部総務事務所長）

小
瀬
川
ダ
ム
管
理
事
務
所

西
部
建
設
事
務
所
廿
日
市
支
所

西
部
農
林
水
産
事
務
所

県
立
広
島
病
院

西
部
県
税
事
務
所
廿
日
市
分
室

西
部
総
務
事
務
所
（

総
務
第
二
課
）

西
部
県
税
事
務
所
廿
日
市
分
室

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
・
保
健
所

小
瀬
川
ダ
ム
管
理
事
務
所
長

西
部
建
設
事
務
所
廿
日
市
支
所
長

西
部
建
設
事
務
所
安
芸
太
田
支
所
長

西
部
教
育
事
務
所
芸
北
支
所
長

西
部
地
域
危
機
管
理
監

西
部
県
税
事
務
所
長

西
部
教
育
事
務
所
芸
北
支
所

西
部
教
育
事
務
所

広
島
水
道
事
務
所

西
部
農
業
技
術
指
導
所
長

西
部
畜
産
事
務
所
長

西
部
県
税
事
務
所
廿
日
市
分
室
長

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
長

西
部
保
健
所
長

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
広
島
支
所
長

西
部
農
林
水
産
事
務
所
長

広
島
港
湾
振
興
事
務
所

西
部
建
設
事
務
所
安
芸
太
田
支
所

県
立
広
島
病
院
事
務
局
長

小
瀬
川
ダ
ム
管
理
事
務
所

西
部
県
税
事
務
所
廿
日
市
分
室

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
・
保
健
所

西
部
建
設
事
務
所
廿
日
市
支
所

広
島
港
湾
振
興
事
務
所

西
部
教
育
事
務
所
長

広
島
水
道
事
務
所
長

西
部
建
設
事
務
所
長

西
部
総
務
事
務
所
芸
北
支
所

広
島
水
道
事
務
所

西
部
教
育
事
務
所

西
部
総
務
事
務
所
（

総
務
第
二
課
）

広
島
港
湾
振
興
事
務
所
長

　　　②　災対法関係

西
部
建
設
事
務
所

西
部
総
務
事
務
所
（

総
務
課
）

西
部
県
税
事
務
所

西
部
建
設
事
務
所

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
・
保
健
所
広
島

支
所

西
部
畜
産
事
務
所

西
部
総
務
事
務
所
（

総
務
課
）

西
部
県
税
事
務
所

県
立
広
島
病
院

西
部
県
税
事
務
所

西
部
農
業
技
術
指
導
所

西
部
畜
産
事
務
所

西
部
農
林
水
産
事
務
所

西
部
農
業
技
術
指
導
所

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
・
保
健
所
広
島
支
所

西
部
建
設
事
務
所
安
芸
太
田
支
所
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広島県災害対策呉支部の機構（災対法に基づく広島県地域防災計画書による災対支部組織図）

支　　　　部　　　　長

西部建設事務所

呉支所長

支部会議

総括班

教育班 水道班

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
・
保
健
所
呉
支
所

西
部
総
務
事
務
所
呉
支
所

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
・
保
健
所

西
部
県
税
事
務
所
呉
分
室

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
・
保
健
所

西
部
県
税
事
務
所
呉
分
室

総務班

西
部
県
税
事
務
所
呉
分
室

西
部
総
務
事
務
所
呉
支
所

西
部
農
林
水
産
事
務
所
呉
農
林
事
業
所

西
部
建
設
事
務
所

西
部
畜
産
事
務
所

西
部
農
業
技
術
指
導
所

広
島
港
湾
振
興
事
務
所

実施班

広
島
港
湾
振
興
事
務
所

西
部
建
設
事
務
所
呉
支
所

広
島
水
道
事
務
所

西
部
教
育
事
務
所

西
部
農
林
水
産
事
務
所
呉
農
林
事
業
所

西
部
農
林
水
産
事
務
所
長
（

水
産
第
二
課
）

西
部
農
林
水
産
事
務
所
呉
農
林
事
業
所
長

呉
地
域
危
機
管
理
監

西
部
県
税
事
務
所
呉
分
室
長

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
長

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
・
保
健
所
呉
支
所
長

西
部
保
健
所
長

西
部
教
育
事
務
所
長

広
島
水
道
事
務
所
長

西
部
畜
産
事
務
所
長

西
部
建
設
事
務
所
呉
支
所
長

西
部
厚
生
環
境
事
務
所
・
保
健
所
呉
支
所

呉市・江田島市

広
島
港
湾
振
興
事
務
所
長

西
部
建
設
事
務
所
長

西
部
農
業
技
術
指
導
所

西
部
畜
産
事
務
所

西
部
農
業
技
術
指
導
所
長

西
部
農
林
水
産
事
務
所
（

水
産
第
二
課
）

※　江田島市は災害対策呉支部の所管となるため，併せて掲載する。

税務班厚生環境班農林水産班建設班

副支部長

西
部
建
設
事
務
所
呉
支
所

広
島
水
道
事
務
所

西
部
教
育
事
務
所

西
部
建
設
事
務
所

呉地域危機管理監
（西部総務事務呉支所長）

西
部
農
林
水
産
事
務
所
（

水
産
第
二
課
）
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３ 公共土木施設の状況 

 (1)  道路の状況 

     管内には，国土交通省管理の国道２号，31号及び 54 号が東西南北の交通軸を形成し，

更に，高速自動車道である中国自動車道，中国横断自動車道及び山陽自動車道が都市間交

通の用に供している。 

     県が管理する路線は，安芸高田市，江田島市，府中町，海田町，熊野町及び坂町に存在

する一般国道３路線，主要地方道 15路線並びに一般県道 32路線の計 50路線であり，改

良率 85.6％，舗装率 99.1％である。 

     なお，広島市内の県道は道路法第 17条の規定により広島市が管理している。 

 

（平成 31年 4月 1日現在） 

種別 
路 
線 
数 

実延長 
(ｍ) 

改 良 済 舗 装 済 
備 考 

延長(ｍ) ％ 延長(ｍ) ％ 

一 般 

国 道 
3 52,947.4 50,100.4 94.6 52,947.4 100  

主 要 

地方道 
15 

(1,050.6) 

161,066.9 

(350.4) 

152,066.0 

(33.4) 

94.4 

(1,050.6) 

158,899.6 

(100) 

98.7 
 

一 般 

県 道 
32 

(740.1) 

146,749.3 

 

106,688.7 

 

72.7 

(740.1) 

145,632.7 

(100) 

99.2 
 

合計 50 
(1,790.7) 

360,763.6 

(350.4) 

308.855.1 

(19.6) 

85.6 

(1,790.7) 

357,479.7 

(100) 

99.1 
 

     (注) （ ）は，外数でダブルウエイ 

 

 (2) 河川の状況 

     管内には，河川法の適用を受ける河川として，国土交通大臣直轄管理の一級河川が太田

川水系８河川，江の川水系１河川あり，また，県知事管理の一級河川（指定区間）が太田

川水系 49河川，江の川水系 43河川，及び二級河川が 10水系で 19河川ある。 

 

（令和 2年 4月 1日現在） 

種 別 
河 
川 
数 

流 路 
延 長 
(km) 

指 定 区 間 指 定 区 間 外 そ の 他 

河川数 
流路延長 
(km) 

河川数 
流路延長 
(km) 

河川数 
流路延長 
(km) 

一
級
河
川 

太田川 54 324.74 49 229.87 8 94.87 ― ― 

江の川 44 199.46 43 175.16 1 24.3 ― ― 

二級河川 19 94.95 ― ― ― ― 19 94.95 

合  計 117 619.15 92 405.03 9 119.17 19 94.95 

    (注)※指定区間及び二級河川は知事管理，指定区間外は国土交通大臣管理 

     ※戸坂川，三篠川及び根谷川の３河川は，指定区間と指定区間外があるため河川数が一

致しない。 
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 (3) 砂防指定地，急傾斜地崩壊危険区域及び地すべり危険区域の状況 

    ア 砂防指定地の状況 

    管内には，土石流危険渓流が多く，しかも土質が軟弱なため，豪雨に際しては，地盤

の崩壊が生じやすい箇所が多数ある。 

    土石流危険渓流は，3,262 渓流あるが，このうち砂防指定地として，546 箇所が指定

済みである。 

    イ 急傾斜地崩壊危険区域の状況 

    管内には，山裾に家屋が密集する地域が多い。現在，急傾斜地崩壊危険箇所は，管内

では 5,019 所であるが，このうち急傾斜地崩壊危険区域として，579 箇所が指定済みで

ある。 

  ウ 地すべり防止区域の状況 

    管内には，地すべり危険箇所が９箇所あるが，このうち地すべり防止区域として２箇

所が指定済みである。 

                             （令和 2年 4月 1日現在） 

砂防指定地 急傾斜地崩壊危険区域 地すべり防止区域 
土砂災害防止法に基づく 

特別警戒区域告示箇所数 

箇所数 規制面積(ha) 箇所数 規制面積(a) 箇所数 規制面積(ha) 箇所数（4.30 現在） 

546 

（735） 
3,615.792 

579 

(716) 
41,815.72 2 20.12 10,327 

   (注) （  ）は，追加と新規の合計数を示す。 

 

 (4) 海岸保全区域の状況 

    管内には，国土交通省所管の海岸保全区域が８箇所ある。 

                             （令和 2年 4月 1日現在） 

所管別 海  岸  名 所 在 地 延長(ｍ) 

国土交通省 

小屋浦地区海岸 安芸郡坂町小屋浦 693 

江田島矢の浦地区海岸 
（鷲部地先・矢の浦地先） 

江田島市江田島町鷲部 
江田島市江田島町中央 

2,184 

江田島秋月地区海岸 江田島市江田島町秋月 2,845 

岡大王地区海岸 江田島市沖美町岡大王 1,214 

江田島能美遠崎地区海岸 江田島市能美町高田 800 

江田島能美中町地区海岸 江田島市能美町中町 792 

津久茂宮ノ原地区海岸 
（津久茂地先・立石地先） 

江田島市江田島町津久茂 
江田島市江田島町宮ノ原 

512 

大君地区海岸 江田島市大柿町大君 385 

計 ８箇所   9,425 
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 (5)  ダムの状況 

  ア 魚切ダム 

    魚切ダムは，総合的な八幡川の開発のため多目的ダムとして，広島市佐伯区五日市町 

上河内地先に建設したものである。昭和 44 年 4月に調査を開始し，昭和 56 年 5月に

12 年の歳月と 169 億円の建設費を投じて竣工した。 

    治水目的としては，計画高水流量 420ｍ3/sec のうち 360ｍ3/sec の調整を行い，流域

の治水の安全性を高め水害を防ぐものである。 

    また，利水目的としては，流水の正常な機能の維持を行うとともに，最大 73,000ｍ3/

日の水量を確保し，宅地開発により都市化の進む広島市佐伯区，廿日市市の一部に水道

用水を供給している。 

    そのほか，放流水を利用した水力発電により，民間企業が電力を供給している。 

     （（株）エネルギア・ソリューション・アンド・サービスによる供給 Ｒ1.9.1～） 

 

   魚切ダム 

   ■ 本体                ■ 貯水池 

位置 広島市佐伯区五日市町大字上河内 集水面積 38.4ｋｍ
2
 

形式 重力式コンクリートダム 湛水面積 0.404ｋｍ
2
 

総事業費 169 億円 総貯水容量 8,460,000ｍ
3
 

堤高 79.8ｍ 有効貯水容量 7,840,000ｍ
3
 

堤頂長 255.0ｍ 治水容量 4,710,000ｍ
3
 

堤体積 317,000ｍ
3
 利水容量 3,130,000ｍ

3
 

ｸﾚｽﾄｹﾞｰﾄ 
ﾗｼﾞｱﾙｹﾞｰﾄ高 8.47ｍ 

     巾 8.0ｍ   ２門 
不特定用水 （ 610,000ｍ

3
 ） 

ｺﾝｼﾞｯﾄｹﾞｰﾄ 
ﾗｼﾞｱﾙｹﾞｰﾄ高 1.7ｍ 

     巾 1.7ｍ   １門 
上水道用水 （ 2,520,000ｍ

3
 ） 

表面取水ｹﾞｰﾄ 
多段ｹﾞｰﾄ 高 7.9ｍ 

     巾 2.0ｍ   ４門 
サーチャージ水位 EL 227.0ｍ 

利水放流ｹﾞｰﾄ 
ｼﾞｪｯﾄﾌﾛｰｹﾞｰﾄ 径 1.00ｍ 

     巾 2.0ｍ   １条 
常時満水位 EL 210.5ｍ 

 

 

    
      魚切ダムで配布中のダムカード 
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   イ 梶毛ダム 

    梶毛ダムは，洪水調整，既得取水の安定化及び河川環境の保全等のために河川流量の

確保を目的として建設され，平成 20 年 10 月に竣工した。 

    当ダムは，石内川総合治水計画の一環をなしており，石内川沿川の治水安全度を向上

させる治水対策と「ひろしま西風新都」の宅地開発に伴う流出増対策を一体事業として

実施したもので，「地域整備ダム」とも呼ばれている。 

  〔経 緯〕 

   ○ 昭和 63 年 04 月 06 日 ： 建設事業に着手 

   ○ 平成 03 年 08 月 06 日 ： 工事用道路工事着手 

   ○ 平成 11 年 05 月 06 日 ： 損失補償基準確認書調印 

   ○ 平成 13 年 12 月 06 日 ： ダム本体工事に着手 

   ○ 平成 17 年 10 月 06 日 ： ダム本体工事完了，11 月より試験湛水開始 

   ○ 平成 18～19 年 23 日  ： 試験湛水を継続 

   ○ 平成 20 年 04 月 23 日 ： サーチャージ水位到達，6月 30 日をもって湛水 

                 試験を完了させ，7月 1 日から通常運用に移行 

   ○ 平成 20 年 10 月 10 日 ： 竣工式 

 

   梶毛ダム 

   ■ 本体                ■ 貯水池 

位置 広島市佐伯区五日市町大字石内  集水面積 3.5ｋｍ
2
 

形式 重力式コンクリートダム 湛水面積 0.08ｋｍ
2
 

総事業費 170 億円 総貯水容量 1,060,000ｍ
3
 

堤高 49.0ｍ 有効貯水容量 930,000ｍ
3
 

堤頂長 225.6ｍ 治水容量 650,000ｍ
3
 

堤体積 94,800ｍ
3
 利水容量 280,000ｍ

3
 

非常用洪水吐 巾 12.5ｍ      ８門 不特定用水 （ 280,000ｍ
3
 ） 

常用洪水吐 高 0.8ｍ 巾 1.0ｍ １門 サーチャージ水位 EL 181.6ｍ 

利水放流ｹﾞｰﾄ ｼﾞｪｯﾄﾌﾛｰｹﾞｰﾄ 径 0.25ｍ １条  常時満水位 EL 171.1ｍ 

 

    
       梶毛ダムで配布中のダムカード 
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４ 重点施策 

 (1)  道路の整備 

   経済活動の広域化や地域間競争が激化する中で，広域的な交流・連携の強化は緊急の課

題となっている。一方，近年の財政状況の悪化等により，より効率的かつ戦略的な予算執

行が求められている。したがって，広島県では「広島県道路整備計画２０１６」に基づき

高規格幹線道路や地域高規格道路など広域交通ネットワークの強化を重点的に進めるこ

ととしている。 

   当事務所では，地域高規格道路である東広島高田道路のうち，向原～吉田間の約 5km に

ついて平成 17 年度より新規事業着手し，平成 19年度から吉田地区の用地買収に着手して

おり，令和 2年度は，昨年度より着手した（箇所）向原吉田トンネルの工事を促進する。 

   また，広域交通ネットワークを補完し地域間の交流を促進する道路である主要地方道矢

野安浦線及び一般国道 487 号についても改良工事を実施している。 

 

 ① 地域高規格道路 東広島高田道路 

  起終点……東広島市～安芸高田市美土里町 

  路線延長…約 40ｋｍ 

  道路規格…第 1種第 3級 

  うち向原吉田道路 

   起終点…安芸高田市向原町 

        ～安芸高田市吉田町 

   路線延長…約 5ｋｍ 

   道路規格…第 1種第 3級 

 

 

 

 

 

 ② 主要地方道 矢野安浦線 

 【川角工区】 

  起終点……安芸郡熊野町川角～呉地 

  路線延長…約 1.1ｋｍ 

  道路規格…第 4種第 1級 

 

 ③ 一般国道 487 号 

 【小用工区】 

  起終点……江田島市江田島町中央～小用 

  路線延長…約 2.5ｋｍ 

  道路規格…第 3種第 2級 

 

 

東広島高田道路 路線概要図 

道路改良事業 矢野安浦線（安芸郡熊野町） 
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  (2)  河川の整備 

   平成９年の河川法の改正に伴い河川

計画の制度が改められ，地域の意見を

踏まえた河川整備の推進を図ることと

なった。従来の「工事実施基本計画」

にかわり，河川整備の基本となるべき

方針に関する事項を定める「河川整備

基本方針」と具体的な河川整備に関す

る事項を定める「河川整備計画」の策

定が義務付けられた。 

   当事務所管内では，「河川整備基本方

針」及び「河川整備計画」を定め，次

に示す河川整備を実施している。 

 

 主な整備の概要 

  ① 猿猴川高潮対策事業 

事業概要 

      事 業 場 所        広島市南区松原町・京橋町～向洋大原町・仁保沖町 

      計画高潮位        T.P+4.4ｍ 

      全体計画延長  左岸 L=5.5ｋｍ 右岸 L=6.2ｋｍ 

      全体事業費        27,900 百万円 

      事 業 期 間        昭和 45 年度～ 

 

  ② 安川広域河川改修事業 

     事業概要 

      事 業 場 所        広島市安佐南区 

      全体計画延長  L=7,990ｍ 

      事 業 区 間  L=4,000ｍ 

      計 画 流 量        450ｍ3/s 

      事 業 費  6,103 百万円 

      事 業 期 間        平成 4年度～ 

    

高潮対策事業 猿猴川（広島市） 
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① １件あたり事業費が１億円以上のもの 

② 今後の豪雨等により多量の土砂を流下 

 する恐れのある渓流で，公共施設（官庁， 

 学校，病院，道路等のうち相当規模以上 

 のもの），市街地，集落（人家 50戸以上）， 

 耕地（耕地面積 30 ha 以上）の保護効果 

 のあるもの 

 (3)  砂防・急傾斜地の整備 

  ア 砂防施設の整備 

    荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家，耕地，公共施設

等を守ることを目的として整備する。 

    令和元年度における通常砂防事業（公共）≪災害関連事業は除く≫は，荒谷川（広島

市佐伯区），奥谷川（広島市安佐北区）など全 30渓流を予定している。 

 

  事業採択要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       砂防事業の施工例 

                           八幡川砂防堰堤（江田島市大柿町） 

 

  イ 急傾斜地崩壊対策施設の整備 

    急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命を保護するために急傾斜地の崩壊を防止

する対策を実施し，民生の安定と国土の保全に資することを目的として整備する。 

    令和元年度における急傾斜地崩壊対策事業（公共）≪災害関連事業は除く≫は，南幸

町 13地区（安芸郡海田町），矢野西 3丁目 37地区（広島市安芸区）など，全 36地区

を予定している。 

 

  事業採択要件（県事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

                          急傾斜地崩壊対策事業の施工例 

                        大町西一丁目 11地区（広島市安佐南区） 

 

 

① １件あたりの事業費が 7,000 万円以上 

 のもの 

② 急傾斜地の高さが 10ｍ以上あること 

③ 移転候補地がないこと 

④ 人家概ね 10戸（公共的建物を含む。） 

 以上に倒壊等著しい被害を及ぼす恐れの 

 あるもの 



 
 

 

 

 (4)  災害復旧事業 

①平成 30年７月豪雨災害による公共土木施設災害 

当事務所管内では，平成 30年７月６日～７日朝にかけての記録的な大雨により，広島市

安佐北区・安芸区，安芸郡４町，江田島市において，24 時間雨量として 300mm を超える雨

量が観測された。この記録的な大雨により，広島市，江田島市，安芸郡４町を中心として

土砂災害が 422箇所発生し，土砂災害によって 47名（県内 87名）が犠牲になるという甚

大な被害を受けた。（平成 30年７月豪雨災害による犠牲は，災害関連死を含め，管内で 63

名，県内で 149名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この土砂災害を受け，当事務所では公共土木施設災害復旧事業を実施しており，進捗状

況は以下のとおりとなっている。 

 

市町別の災害箇所数及び進捗状況一覧（令和２年５月 31日時点） 

 
 

 

 

 

 

 

箇所数
決定額
(千円）

事業着手済
箇所数

工事着手済
箇所数

完成
箇所数

着手率 完成率

安芸区 81 4,551,344 0 26 7 40.7% 8.6%

東区 10 684,375 0 4 2 60.0% 20.0%

佐伯区 6 72,084 0 0 6 100.0% 100.0%

安佐南区 2 17,039 0 0 0 0.0% 0.0%

安佐北区 114 4,126,199 0 46 10 49.1% 8.8%

189 3,251,856 11 99 47 83.1% 24.9%

29 991,748 0 18 8 89.7% 27.6%

府中町 6 160,996 0 1 3 66.7% 50.0%

海田町 10 462,083 1 5 4 100.0% 40.0%

熊野町 23 519,672 0 7 9 69.6% 39.1%

坂町 9 749,047 0 5 3 88.9% 33.3%

479 15,586,443 12 211 99 67.2% 20.7%

安芸郡

合計

市町名
査定申請 本工事執行状況

広島市

安芸高田市

江田島市

熊野町川角の被災状況 坂町小屋浦の被災状況 
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【復旧工事の実施状況】 

施工前 施工後 

一級河川太田川水系三篠川（安芸高田市向原町坂） 
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施工前 施工後 

二級河川 畑賀川（広島市安芸区中野二丁目） 

施工前 施工後 

高田沖美江田島線（江田島市沖美町三吉） 



 
 

 

 

②令和元年度公共土木施設災害 

令和元年度においては，７月 18日～22日に発生した梅雨前線と台風による豪雨，及び

８月 21日～22日に発生した前線による豪雨により，安芸高田市及び広島市において合計

32箇所，被害額約 390 百万円の公共土木施設災害が発生した。 

令和元年度における公共土木施設災害復旧事業の査定状況については次のとおりであ  

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：件数，千円

箇所 金額 箇所 金額 箇所 金額 箇所 金額

１次査定 23 212,839 6 71,168 1 3,061 30 287,068
２次査定 － － 2 103,050 － － 2 114,109

計 23 212,839 8 174,218 1 3,061 32 390,118

河川 砂防設備 道路 計

施工前 施工後 

一級河川太田川水系 府中大川（東区温品八丁目） 

20 
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③ 災害関連緊急事業 

      平成 30年 7月豪雨災害の発生を受けて，広島県では，今後の復旧・復興に対する基本

的方針として「平成 30年 7月豪雨災害からの復旧・復興プラン」を策定し，プランに基

づき，被災地の復旧・復興に最優先に取組んでおり，西部建設事務所管内でも二次災害防

止を図る緊急的な砂防堰堤を整備する災害関連緊急砂防事業を 31箇所，緊急的な急傾斜

施設を整備する災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業を 11箇所の内，令和元年度に砂防事

業を 4箇所，急傾斜事業を 5箇所が完成し，残りについては令和２年度末の完成を目指し

実施します。 

また，今後，豪雨が発生した際に流出すると想定される土砂による防災対策として引続

き行う砂防激甚災害特別緊急事業を令和５年度末の完成を目指し 63箇所を実施します。 

 

 

 

 

       

                                  ※災害関連緊急砂防事業と重複有 

 

 

 

  

   

地 区 箇所数 

広島市南区 ２ 

広島市安佐北区 １ 

広島市安芸区 ５ 

江田島市 ４ 

府中町 １ 

海田町 １ 

熊野町 ５ 

坂町 １２ 

合 計 ３１ 

地 区 箇所数 

広島市南区 １ 

広島市安芸区 ２ 

江田島市 ２ 

海田町 １ 

熊野町 １ 

坂町 ４ 

  

  

合 計 １１ 

地 区 箇所数 

広島市南区 ３ 

広島市東区 ６ 

広島市安佐北区 ２ 

広島市安芸区 １４ 

江田島市 ５ 

府中町 ６ 

海田町 ４ 

熊野町 １２ 

坂町 １１ 

合 計 ６３ 

災害関連緊急対策事業完成 

下野川地区災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業 二河川支川 21 災害関連緊急砂防事業 

災害関連緊急砂防事業 災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業 砂防激甚災害特別緊急事業 
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④ 災害改良復旧事業 

   【一級河川太田川水系 三篠川災害復旧助成事業】 

     平成 30年 7月豪雨災害により三篠川では，溢水や越水による家屋等の流出・浸水や護

岸崩壊，橋梁等の損壊といった甚大な被害が発生しました。このため，広島県では，被害

が発生した際の流量を流下させるため，三篠川の県管理区間 18.7 ㎞のうち流下能力が不

足している５区間，7.5 ㎞を「河道拡幅」，「河床掘削」，「築堤」により整備することとし

ており，令和４年度末の完成を目指し実施します。 

               被災状況と復旧区間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   【二級河川瀬野川水系 ひよき川砂防関連災害復旧事業】 

平成 30年 7月豪雨災害により ひよき川では，土石流が流下し，下流域が広範囲に氾濫

して，道路や家屋等に甚大な被害が発生しました。広島県では被災区間 770ｍを対象とし

て，再度災害を防止するため，河積狭小区間の「河積拡大」，線形不良個所の「線形是正」，

河床洗掘箇所の「床固工設置」により改良復旧することとしており，令和３年度中の完成

を目指し実施します。 

 

 

 

 

     

 

 

 

瀬野駅 

ひよき川 

砂防災害関連事業対象区間 

L=0.77km 

①  

②  
② 

①  

広島市安芸区 
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(5) 土砂災害防止法に基づく区域の見直し及び認知度向上 

    

① 土砂災害防止法に基づく区域の見直し 

平成 11年 6月の広島市西部で発生した災害を契機に，土砂災害から国民の生命・身体

を守るため，土砂災害のおそれのある区域を明らかにし，警戒避難体制の整備や新規住

宅開発の抑制等を目的とする「土砂災害防止法（土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律）」が制定され，平成 13年 4月 1 日より施行（改正：平成

27年 1月 18 日）された。 

西部建設事務所管内では，平成 27年 3 月に策定された基礎調査実施計画に基づき，管

内全ての小学校区（127 小学校区）に対し，令和元年 12月 26 日をもって区域指定を完

了した。 

 今後は，災害関連緊急対策事業等により設置される対策施設による区域の見直しを順

次実施していく。 

  

② 土砂災害警戒区域等の認知度向上 

西部建設事務所管内では，土砂災害警戒区域等の指定に合わせ，各市町のホームペー

ジでの公表など，住民に対して土砂災害の恐れのある区域についての周知を図ってきた。  

しかし，平成 30年７月豪雨による被災地域において実施した避難実態に関するアン

ケート調査では，土砂災害警戒区域等が住民に十分認識されていないことが明らかにな

っており，大きな課題となっている。 

このような状況を踏まえ，土砂災害に対して実効性のある避難を確保するために，土

砂災害の恐れのある区域をより一層周知する必要があることから，管内の各小学校区等

に「土砂災害警戒区域等を示した標識」を令和 5年度までに設置（140 校区，195 基）

することを目標としている。 

 

 

 

 

土砂災害警戒区域等を示した標識の作成例 
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 (6) 街路整備 

   街路事業の推進 

   安全で円滑な都市交通の確保及び都市環境の整備を図るため，「広島県道路整備計画 2016」

に基づき，坂中央線，青崎池尻線等の街路整備を進めている。 

 

 ア 坂中央線 

   坂中央線街路整備事業は，ＪＲ呉線と国道 31号に分離された新市街地と旧市街地の交

流・連携の強化と，国道交差点およびＪＲ踏切により生じる渋滞の緩和を目的とする事業

であり，一般県道坂小屋浦線道路改良事業と一体的に進めることとしている。平成 22年

度に事業着手し，用地取得に努めている。 
 

   都市計画道路坂中央線・一般県道坂小屋浦線の概要 

    (a)  延  長  Ｌ＝約 1.5km 

    (b) 事業箇所  安芸郡坂町平成ヶ浜～坂町坂東 

    (c) 道路構造  幅員 Ｗ＝17ｍ（2車線） 

       (d)  構  造  平面，一部高架構造（ＪＲ呉線高架） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国道 31号 

JR 坂駅 

坂町役場 
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 イ 青崎池尻線 

   青崎池尻線は，府中町内を南北に結び，幹線街路網を構成する路線である。当事業は，

新たに 2車線の街路を整備することにより，向洋駅利用者の利便性向上及び向洋駅北口へ

のアクセス機能の強化による交通の円滑化を目的とした街路改良事業である。 

当事業は，平成 24年度に事業着手し用地取得に努めており，今年度は一部工事に着手す

るなど鋭意事業推進を図っているところである。 
 

   青崎池尻線街路事業の概要 

    (a)  延  長    Ｌ＝440ｍ 

    (b)  事業箇所   安芸郡府中町青崎中～桃山二丁目 

    (c)  道路構造    幅員 Ｗ＝12ｍ（2車線） 

   

 

 

 



 26 

 (7) 広島市東部地区連続立体交差事業 

   広島都市圏東部の向洋駅及び海田市駅周辺は，山陽本線・呉線によって市街地が分断さ

れ，踏切遮断による交通渋滞等により，都市機能が著しく阻害された状況となっている。

このため，当該地域において，都市交通の円滑化を図り，市街地の一体化及び健全な街づ

くりを行うことを目的として連続立体交差事業を推進するものである。 

   また，これと併せて関連街路の整備や，向洋駅及び海田市駅周辺における土地区画整理

事業を行い，安全で住み良い居住環境の改善と拠点機能の強化を図ることとしている。 

   当該事業については，昨年 5 月に都市計画変更を行い，同年 10 月の事業認可を経て，

設計等を進めてきたところである。今年 6 月には JR 西日本との協議が整ったため，当事

業のⅠ期区間（向洋駅周辺）の工事基本協定を県・広島市及び JR 西日本の 3 者で締結し，

早期の工事着手に向けて取り組みを進めているところである。 

 

  事業の概要 

   (a)  事業区間及び事業主体 

       事業区間は下図のとおりである。このうち，府中町・海田町の地域は広島県が，広

島市域は広島市が事業主体として施行する。 

    (b)  事業箇所 

       広島市（南区青崎，安芸区船越），安芸郡府中町，安芸郡海田町 

    (c)  事業内容 

       山陽本線・呉線の高架化 

 

事業箇所名 事業主体 事業延長 踏切除却 

広島市東部地区 
広島県 

広島市 

山陽本線 3.9km 

呉  線 1.2km 

山陽本線 12 ヶ所 

呉  線  4 ヶ所 

 

 

 

 

事業区間 
完成予想図 
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 (8)  維持修繕事業 

   ア アセットマネジメントの推進 

     本県では，これまで道路，河川，砂防や港湾など，多岐にわたる公共土木施設の整備

に積極的に取り組んできた。その結果，いまだ十分とはいえないものの，高度成長期を

経て多くの公共土木施設を整備し，社会経済活動や県民生活の向上を支えてきた。 

    しかしながら，高度成長期に整備された多くは，既に建設後 40年を迎えており，今

後，集中的に更新時期を迎えることから，既存施設を有効に活用し，維持修繕費を含め

た総合コストの縮減及び施設の長寿命化を図る必要がある。 

    このため，広島県では計画的かつ効率的な維持管理を推進するとともに，体系的に維

持管理を進めるためのアセットマネジメントを行っている。 

    そこで，当所では，アセットマネジメントの基礎となる既存施設のデータ（延長，幅，

構造，材質，施工年度，補修履歴など）を体系的に整備するために，各施設の重要度や

優先度に応じてパトロールや定期点検など計画的に施設点検を実施する。 

 

  イ 今までの取組状況 

    平成 17年度に「公共土木施設維持管理基本計画」を策定し，それに基づいて，各種

マニュアルの策定，施設点検及びシステムの構築などを行ってきた。 

    また，平成２６年度に策定した「インフラ老朽化対策の中期的な取組み」と主要な施

設ごとの「修繕方針」に沿って，計画的な維持管理に取り組んでいる。 

 

 

 

           （国）433 号 式敷大橋（安芸高田市高宮町佐々部） 

 

   

 

         補修前                 補修後 
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 (9)  事務移譲 

    広島県の分権改革を実現するために，「分権システム推進計画」が策定され，平成 17

年度から，それぞれ管内の市町へ権限を移譲することとなった。 

    平成 18 年度より各市町と事務移譲に関する覚書の締結を開始し，順次科目の追加等を

行っており，平成 20年度から次のような事務移譲を実現している。 

 

市町名 
科   目 

道路改良 交通安全施設 道路施設等維持 急傾斜維持修繕 護岸等維持修繕 

広島市 ― ― ― 市内一円 ― 

安芸高田市 

主要地方道 

  １路線 

一般県道 

  ３路線 

一般県道 

１路線（一種） 

市内一円 

（二種） 

市内一円 

※ 
市内一円 ― 

江田島市 
一般県道 

  ２路線 

市内一円 

（二種） 

市内一円 

※ 
市内一円 市内一円 

府中町 ― 
町内一円 

（二種） 
町内一円 町内一円 ― 

海田町 ― 
町内一円 

（二種） 
町内一円 町内一円 ― 

熊野町 ― 
町内一円 

（二種） 

町内一円 

※ 
町内一円 ― 

坂町 ― ― 町内一円 町内一円 町内一円 

 

 主な移譲路線名 

市町名 道路改良 交通安全施設（一種） 

安芸高田市 

（主）千代田八千代線 

（一）船木上福田線 

（一）中北川根線 

（一）三次江津線 

（一）邑南高宮線 

江田島市 
（一）大君深江線 

（一）深江柿浦線 
 

 

 ※ 道路施設等維持対象外路線名 

市町名 路        線        名 

安芸高田市 国道４３３号，（主）浜田八重可部線，（主）吉田邑南線，

（主）吉田豊栄線，（主）広島三次線，（主）三次美土里

線 

江田島市 国道４８７号 

熊野町 （主）矢野安浦線 
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(10) プレジャーボート等不法係留対策 

    広島港地域の河川や港湾には，2,214 隻（平成 18年国土交通省・農林水産省のプレジ

ャーボート全国実態調査）の不法係留されたプレジャーボートがあり，うち県知事管理

の 2河川（京橋川，猿猴川）には 567 隻が不法に係留されていた。 

    河川区域内の不法係留対策を進めるため，平成 10年 9 月に国土交通省中国地方整備

局と共同で「太田川水系不法係留船対策に係る計画」を策定し，不法係留船の対策に着

手した。 

    特にプレジャーボートの放置による問題が大きいと認められる水域から，係留保管施

設の整備状況に応じて，順次「重点的撤去区域」を指定し，適正な不法係留船の対策に

取り組んでいる。 

    平成 19年には，「ボートパーク広島」が供用開始され，係留保管施設の充足が図ら

れた。 

    河川・港湾等関係水域管理者が連携して，規制区域を拡大し，平成 19年 10 月には京

橋川及び猿猴川の全域を重点的撤去区域に指定し，さらに平成 23年 2月には，瀬野川・

矢野川・御幸川及び岡の下川の４河川を重点撤去区域に指定した。 

    当所で管理している河川は，ほぼ対象区域となり，不法係留船等の調査及び指定に関

する周知等に取り組み，不法係留しているプレジャーボートの所有者に対して，自主退

去を求める勧告文書を送付するなど，対策を推進し，不法係留船の減少に努めている。 

 

 

  プレジャーボート等不法係留の状況（プレジャーボート全国実態調査結果（国土交通省他）） 

区   分 H22 調査 H26 調査 H30 調査 備 考 

広島港地域の河川・港湾 1,576 隻 962 隻 868 隻 

広島港，旧太田

川，天満川，元

安川 

 

京橋川・猿猴川  271 隻 125 隻 82 隻 

H19.10 に全域を

重点的撤去区域

に指定 

 瀬野川，矢野川， 
御幸川，岡の下川 

211 隻 32 隻 33 隻 
H23.2 に重点的
撤去区域に指定 

 



５　主要関連資料

 （１）予算の概要

当　　　初　(A) 最　　　終 当　　　初　(B)

箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円）

(140) (16,507,354) (126) (7,219,042) (211) (15,766,864)

162 7,876,478 62 1,764,773 164 10,237,457

(1) (137,000) (4) (404,300) (5) (1,340,000)

4 1,868,000 3 56,000 3 1,109,600

(141) (16,644,354) (130) (7,623,342) (216) (17,106,864)

166 9,744,478 65 1,820,773 167 11,347,057

(109) (3,151,697) (95) (2,266,640) (221) (4,240,599)

269 7,784,716 171 1,662,990 233 7,004,934

0 0 0 0 0 0

(109) (3,151,697) (95) (2,266,640) (221) (4,240,599)

269 7,784,716 171 1,662,990 233 7,004,934

(20) (403,192) (20) (429,186) (27) (687,025)

46 1,255,700 27 923,775 44 1,796,995

(2) (83,130) (2) (70,300) (3) (72,750)

4 106,000 4 4,856 3 84,000

(22) (486,322) (22) (499,486) (30) (759,775)

50 1,361,700 31 928,631 47 1,880,995

(349,798) (339,203) (404,369)

1,359,389 1,635,164 1,793,094

0 0 0

(349,798) (339,203) (404,369)

1,359,389 1,635,164 1,793,094

(1) (11,174) (2) (21,071) (1) (26,000)

3 803,000 1 28,700 4 519,100

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0

(1) (11,174) (2) (21,071) (1) (26,000)

3 803,000 1 28,700 4 519,100

(270) (20,423,215) (243) (10,275,142) (460) (21,124,857)

480 19,079,283 261 6,015,402 445 21,351,580

(3) (220,130) (6) (474,600) (8) (1,412,750)

8 1,974,000 7 60,856 6 1,193,600

(273) (20,643,345) (249) (10,749,742) (468) (22,537,607)

488 21,053,283 268 6,076,258 451 22,545,180

（注）上段（　　　）書きは前年度からの繰越事業で外数である。

合　　計

計

災害復旧
事業

土木事業 -

都市事業 -

計 -

単独建設
事業

土木事業 143.1

都市事業 79.2

計

令和元年度

区　　　分

土木事業

都市事業公共事業

令和２年度

130.0

59.4

116.4

前年度比
B/A
％

138.1

維持修繕

土木事業 131.9

都市事業 -

計 131.9

受託事業

土木事業 64.6

都市事業 -

計 64.6

計 107.1

土木事業 111.9

都市事業 60.5
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　ア　公共事業の状況

区　　分 令和元年度 令和２年度

当　　　初　(A) 最　　　終 当　　　初　(B)

事　業　名 箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円）

(1) (240,000) (1) (240,000) (2) (826,000)

1 1,360,000 2 813,000 4 2,133,000

(7) (1,067,950) (7) (593,227) (13) (1,584,757)

7 1,159,000 3 51,506 5 333,000

(6) (258,448) (5) (155,362) (5) (210,286)

5 150,400 3 68,400 5 133,500

(12) (274,905) (12) (274,905) (6) (211,680)

3 59,700 4 69,620 8 467,300

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

1 3,000 1 3,000 1 25,000

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 1 27,000

(26) (1,841,303) (25) (1,263,494) (26) (2,832,723)

17 2,732,100 13 1,005,526 23 3,118,800

(3) (262,930) (3) (244,880) (8) (482,607)

11 370,450 10 198,430 11 485,100

(1) (336,900) (1) (336,900) (1) (87,500)

2 205,500 1 28,000 2 367,500

(1) (2,140,000) (1) (68,893) (2) (2,621,307)

1 690,900 0 0 1 1,092,000

1 5,250

(5) (2,739,830) (5) (650,673) (11) (3,191,414)

14 1,266,850 11 226,430 15 1,949,850

(31) (1,106,788) (20) (767,924) (25) (1,149,469)

31 1,065,000 7 170,185 33 1,067,550

(32) (1,128,223) (29) (902,301) (43) (1,424,812)

35 1,264,688 15 111,447 36 1,211,100

(3) (25,300) (2) (14,800) (1) (50,910)

1 52,500 1 1,590 1 3,150

(1) (82,175) (1) (12,094) (2) (119,352)

1 41,090 0 0 1 41,087

(31) (9,061,913) (31) (3,262,394) (29) (5,614,761)

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― (64) (1,245,083)

63 1,454,250 15 249,595 54 2,803,500

(11) (521,822) (13) (345,362) (10) (138,340)

0 0 0 0 1 42,420

(109) (11,926,221) (96) (5,304,875) (174) (9,742,727)

131 3,877,528 38 532,817 126 5,168,807

(140) (16,507,354) (126) (7,219,042) (211) (15,766,864)

162 7,876,478 62 1,764,773 164 10,237,457

(1) (137,000) (4) (404,300) (5) (1,340,000)

4 1,868,000 3 56,000 3 1,109,600

(1) (137,000) (4) (404,300) (5) (1,340,000)

4 1,868,000 3 56,000 3 1,109,600

130.0

100.2

95.8

6.0

土木事業計

通常砂防

計

地すべり

災害関連緊急急傾斜地崩壊対策

砂
　
　
　
防

急傾斜地崩壊対策

皆増

―

砂防激甚災害特別緊急事業

災害関連緊急砂防費

砂防災害関連事業

都市事業計

街路改良
（交付金・公共）

59.4

都
市
事
業

59.4

782.7
道路災害防除

（交付金・公共）

114.2

833.3
舗装補修

（交付金・公共）

除雪
（交付金・公共）

皆増

前年度比
B/A
％

156.8

28.7

88.8
交通安全

（交付金・公共）

道路改良（通常）

道路改良
（交付金・公共）

高潮対策

河川災害関連事業

計

堰堤改良事業

道
　
　
　
路

河
川

河川改修

計

133.3

192.8

153.9

130.9

178.8

158.1

100.0

皆増
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　イ　災害復旧事業の状況

区　　分 令和元年度 令和２年度

当　　　初　(A) 最　　　終 当　　　初　(B)

箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円）

(8) (54,961) (7) (25,969) (11) (64,158)

6 17,793

(182) (3,180,018)

269 7,784,716 164 1,610,933 202 6,714,442

31 290,492

(8) (54,961) (7) (25,969) (193) (3,244,176)

269 7,784,716 170 1,628,726 233 7,004,934

(101) (3,096,736) (88) (2,240,671) (27) (958,442)

(1) (37,981)

1 34,264

(101) (3,096,736) (88) (2,240,671) (28) (996,423)

0 0 1 34,264 0 0

(109) (3,151,697) (95) (2,266,640) (221) (4,240,599)

269 7,784,716 171 1,662,990 233 7,004,934

(109) (3,151,697) (95) (2,266,640) (221) (4,240,599)

269 7,784,716 171 1,662,990 233 7,004,934

　ウ　単独建設事業の状況

区　　分 令和元年度 令和２年度

当　　　初　(A) 最　　　終 当　　　初　(B)

箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円）

(10) (126,300) (9) (126,300) (11) (131,800)

13 150,000 5 19,527 11 161,000

4 31,500 1 11,500 4 15,500

(10) (126,300) (9) (126,300) (11) (131,800)

17 181,500 6 31,027 15 176,500

(5) (263,590) (6) (289,664) (6) (196,038)

13 268,400 10 283,362 11 652,000

(5) (263,590) (6) (289,664) (6) (196,038)

13 268,400 10 283,362 11 652,000

(3) (8,950) (3) (8,950) (9) (198,376)

14 344,000 10 216,724 17 117,000

(1) (3,352) (1) (3,352) (0) (0)

1 2,200 1 2,200 1 4,500

(1) (1,000) (1) (920) (1) (800)

1 52,500 ― ― ― ―

(5) (13,302) (5) (13,222) (10) (199,176)

16 398,700 11 218,924 18 121,500

― ― (160,011)

407,100 390,462 846,995

(20) (403,192) (20) (429,186) (27) (687,025)

46 1,255,700 27 923,775 44 1,796,995

平成30年発生災害

-平成31年発生災害

計

災害復旧事業計 -

前年度比
B/A
％

-

事　業　名

公
　
共
　
事
　
業

-

-

-

平成30年発生災害

合　　計

平成31年発生災害

計

過
年
発
生
災
害

-

-

平成29年発生災害

土木事業計 143.1

計

208.1

-

49.2

前年度比
B/A
％

道路改良

交通安全施設

事　業　名

道
　
　
　
路

―

砂
　
　
　
　
防

107.3

97.2

県土防災対策緊急事業

河
　
　
　
川

河川改良

204.5

242.9計

通常砂防

急傾斜地崩壊対策

計 30.5

34.0

242.9

地すべり
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区　　分 令和元年度 令和２年度

当　　　初　(A) 最　　　終 当　　　初　(B)

箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円）

(2) (83,130) (2) (70,300) (3) (72,750)

4 106,000 4 4,856 3 84,000

(2) (83,130) (2) (70,300) (3) (72,750)

4 106,000 4 4,856 3 84,000

　エ　維持修繕の状況

区　　分 令和元年度 令和２年度

当　　　初　(A) 最　　　終 当　　　初　(B)

箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円）

(38,700) (38,700) (0)

68,800 68,800 68,800

131,000 178,000 131,000

(135,000) (120,000) (70,000)

410,568 349,018 366,368

(173,700) (158,700) (70,000)

610,368 595,818 566,168

(7,000) (2,268) (4,500)

4,500 0 4,500

(7,753) (7,753) (0)

292,621 334,321 306,606

(277,004)

225,900 431,746 690,000

(14,753) (10,021) (281,504)

523,021 766,067 1,001,106

(142,039) (151,176) ―

131,300 174,500 131,300

(19,026) (19,026) (52,865)

94,000 96,534 93,600

(280) (280) ―

400 400 620

(161,345) (170,482) (52,865)

225,700 271,434 225,520

300 0 300

300 0 300

0 1,845 0

0 1,845 0

(349,798) (339,203) (404,369)

1,359,389 1,635,164 1,793,094

計 92.8

港湾維持修繕 100.0

砂防維持修繕 100.0

急傾斜維持修繕 99.6

前年度比
B/A
％事　業　名

前年度比
B/A
％

都
市
事
業

街路改良
（地方特定）

79.2

事　業　名

79.2都市事業計

舗装道補修 100.0

河
　
川

海岸維持修繕 100.0

護岸等修繕 104.8

計 191.4

河道浚渫 305.4

道
　
路

道路災害防除 100.0

道路施設等維持 89.2

土木事業計 131.9

地すべり維持修繕

99.9

そ
の
他

総合維持 ―

計 ―

港
湾

計 100.0

155.0

砂
　
防

計
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　オ　受託事業

区　　分 令和元年度 令和２年度

当　　　初　(A) 最　　　終 当　　　初　(B)

事　業　名 箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円）

1 45,100 1 28,700 1 45,100

(1) (26,000)

1 82,000 0 0 1 394,000

2 80,000

1 675,900 0 0

(1) (11,174) (2) (21,071) (0) (0)

0 0 0 0 0 0

(1) (11,174) (2) (21,071) (1) (26,000)

3 803,000 1 28,700 4 519,100

【参 考】

区　　分 令和元年度 令和２年度

当　　　初　(A) 最　　　終 当　　　初　(B)

事　業　名 箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円） 箇所数 事業費（千円）

25,964 24,458 32,164

2,842 2,842 2,842

680 81 680

350 0 350

29,836 27,381 36,036

災害

そ
の
他
事
業

ダム管理 123.9

魚切ダム貯水池
水質改善事業

100.0

放置艇対策費 100.0

都市計画関連審議会
等運営費

100.0

計 120.8

前年度比
B/A
％

前年度比
B/A
％

受
　
託
　
事
　
業

道路 100.0

河川 480.5

砂防 ―

計 64.6

その他 ―
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 (2) 用地補償の状況 

令 和 元 年 度（ 実 績 ） 

                             （令和 2年 3月 31 日現在） 

事   業   名 
用地補償費 

（千円） 

事 業 

箇所数 

土  地 

買収筆数 

家  屋 

移転件数 
備 考 

公 

 

共 

 

事 

 

業 

交通安全施設等整備（交付金） 87,244 3 27 4  

道路改良 17,766 2 2 1  

道路改良（交付金） 266,744 4 8 2  

道路災害防除（交付金） 0 2 - 0  

河川改修（交付金）  18,537 1 0 0  

河川災害関連事業 45,460 1 9 1  

通常砂防 13,132 4 5 0  

通常砂防（交付金） 238 2 0 0  

災害関連緊急砂防 248,293 20 189 0  

砂防激甚災害対策特別 37,575 15 13 0  

急傾斜地崩壊対策 0 1 - 0 使用貸借 

急傾斜地崩壊対策（交付金） 5,265 15 - 0 使用貸借 

地すべり対策（交付金） 0 1 - 0 使用貸借 

災害関連緊急急傾斜地崩壊対策 0 8 - 0 使用貸借 

過年発生災害復旧 552 4 7 0  

街路事業   264,700 1 9 3  

小  計 1,005,506 84 269 11  

単 

 

独 

 

事 

 

業 

道路改良 10,773 7 2 0  

河川改良 1,765 1 0 0  

通常砂防 2,170 7 2 0  

道路災害防除（維持修繕） 4,409 6 6 0  

道路施設等維持(維持修繕) 129 3 2 0  

県土防災対策緊急 559 1 0 0  

砂防維持修繕 716 3 3 0  

急傾斜維持修繕 575 2 - 0 使用貸借 

道路維持 74 1 0 0  

街路事業 61,884 1 0 1  

小  計 83,054 32 15 1  

計 1,088,560 116 284 12  

※用地補償費には繰越額を含む。 

令 和 ２ 年 度（ 計 画 ） 

                             （令和 2年 4月 1日現在） 

事   業   名 
用地補償費 

（千円） 

事 業 

箇所数 
備 考 

公  共  事  業 3,307,773 107  

単  独  事  業 67,727 10  

計 3,375,500 117  
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 (3) 管理の状況                                 

   ア 道路の管理 

    管内の道路は，一般国道３路線，県道 47路線で，360.76 キロメートルである。 

    これらの道路における安全の確保と機能の向上を図るため，職員による通常パトロー

ル及び委託業者による道路巡視により，危険箇所の点検，不法占用物件の除去，その他

路面異常の早期発見に努めている。 

  イ 河川の管理 

    管内の河川は，県知事管理の一級河川が 92 河川，405.03 キロメートル，二級河川が

19河川，94.95 キロメートルである。 

    これらの管理に当っては，河川法の規定に基づき適正な河川の利用と，流水の正常な

維持ができるように努めるとともに，河川敷地内に存在する不法占用物件の除去等適正

な維持管理に努めている。 

  ウ 砂防指定地，急傾斜地崩壊危険区域及び地すべり防止区域の管理 

    管内の砂防指定地は 546 箇所，急傾斜地崩壊危険区域は 579 箇所，地すべり防止区域

は２箇所を指定している。 

    これらの管理に当っては，有害行為の取締り，パトロールの強化及び警戒避難体制の

充実に努めている。 

  エ 海岸保全区域の管理 

    管内では，国土交通省所管の海岸保全区域として８箇所を指定している。 

    これらの管理に当っては，パトロール等により，危険箇所の早期発見，不法占用物件

の除去等適正な利用，運営等がなされるよう維持管理に努めている。 

  オ 広島県アダプト制度について 

    マイロードシステム，ラブリバー制度を統合して，平成 20年度からアダプト団体に

活動奨励金を支給する広島アダプト活動支援事業がスタートし，住民，企業，団体等と

県・市町・ＮＰＯ法人が協力して，道路，河川の管理，美化活動に取り組んでいる。 

  カ 道路，河川，砂防等の許可等件数 

区      分 
許 可 等 件 数 

備考 
平成30年度 令和元年度 

道 路 占 用 許 可 
新規 300 357  

更新 205 244  

道 路 改 築 承 認  27 29  

道 路 工 事 施 工 命 令  76 52  

特 殊 車 両 通 行 許 可 

新規 124 243  

更新 18 36  

協議 430 414  

河 川 法 承 認 （ ２ ０ 条 ）       2 2  

河 川 法 許 可 （ ２ ３ 条 ）      
新規 0 1  

更新 2 6  

河 川 法 許 可 （2 4 ･ 2 6 ･ 2 7 条）  394 473  

河 川 法 許 可 （ ２ ４ 条 ） 更新 414 410  

河  川  法 （ ３ ４ 条 ） 承認 1 12  

普 通 河 川 等 の 工 事 許 可  70 99  
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区      分 
許 可 等 件 数 

備考 
平成30年度 令和元年度 

砂防指定地内制限行為許可（同意）  65 168  

砂 防 設 備 占 用 許 可 （ 同 意 ） 
新規 145 205  

更新 510 284  

急傾斜地崩壊危険区域内制限行為の許可  56 35  

地すべり防止区域内制限行為の許可  0 0  

土 砂 災 害 防 止 法 に 関 す る 

特 定 開 発 行 為 許 可 （ 同 意 ） 

新規 1 1  

変更 0 0  

岩 石 採 取 計 画 の 認 可  0 0  

砂 利 採 取 計 画 の 認 可  0 0  

海 岸 保 全 区 域 の 占 用 許 可    
新規 2 1  

更新 7 0  

そ の 他 の 海 岸 法 関 係 許 可    
新規 0 0  

更新 0 0  

一 般 海 域 占 用 許 可 等       
新規 24 22  

更新 24 7  

境 界 立 会           

道路 52 54  

河川 85 71  

砂防 49 36  

海岸 2 2  

境 界 確 定 協 議      

道路 32 38  

河川 49 42  

砂防 26 22  

海岸 0 2  

境 界 確 定 証 明      

道路 3 13  

河川 0 1  

砂防 0 2  

海岸 0 1  

そ の 他 各 種 証 明  3 1  

計  3,198 3,386  

 

 

  キ アダプト活動認定団体数 

                           （令和 2年 4月 1日現在） 

区    分 認定数 備    考 

マ イ ロ ー ド 74  

ラ ブ リ バ ー 132  

計 206  

 



大　　臣　　許　　可

知　　事　　許　　可

大　　臣　　許　　可

知　　事　　許　　可

大　　臣　　許　　可

知　　事　　許　　可

大　　臣　　許　　可

知　　事　　許　　可

大　　臣　　許　　可

知　　事　　許　　可

建設業　：　大臣許可

建設業　：　知事許可

測量及び建設コンサルタント

29年度
(追加申請）

計

37 488

5 13

25 429

7 46

元年度
(追加申請）

計

42 438

0 5

32 398

10 35

平成30年度 令和元年度

許

可

申

請

決　算　・　役　員　等変
更
届

新　　　　　　　　　　規

更　　　　　　　　　　新

658

7,278

561

23

新　　　　　　　　　　規

届
出 変　　　　　　　　　　更

登

録
更　　　　　　　　　　新

変　　　　　　　　　　更

新　　　　　　　　　　規

内
訳

400建設工事等入札参加資格（注）

1,246

446

578

27

551

7,936

100

865

8,395

1,346

574

7,821

538

25

840

2

3

31

37

5

0

0

0

0

11,209

0

32

1

42

0

10

27

2

0

25

0

10,810

54
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 (4)　建設業及び宅地建物取引業の指導

　　ア　建設業許可申請等受理件数

内
訳

建
　
　
　
　
　
設
　
　
　
　
　
業

内
訳

1,366

56

2

474

28

営 業 所 調 査 

99

1,267

5

370

計

内
訳

審

査

申

請

内
訳

内
訳

経営事項審査（再審査）

経　営　事　項　審　査

種　　　　　　　別
受　　　理　　　件　　　数

建設業　：　知事許可 400

4

建設業　：　大臣許可 8

366

浄

化

槽

工

事

業

2

計

（注）　建設工事等入札参加資格

解
体
工
事
業

測量及び建設コンサルタント 39

447

登

録

新　　　　　　　　　　規

-

更　　　　　　　　　　新

計

変　　　　　　　　　　更

「平成29・30年度分」申請数

内
訳

建設業　：　知事許可

28年度
（本申請）

26

9

12

44

0

0

1

9

30年度
(追加申請）

4

44

35

-

30年度
（本申請）

２年度
(追加申請）

「令和元・２年度分」申請数 396 -

内
訳

建設業　：　大臣許可 5 -

測量及び建設コンサルタント 25
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大　　臣　　免　　許

知　　事　　免　　許

大　　臣　　免　　許

知　　事　　免　　許

大　　臣　　免　　許

知　　事　　免　　許

大　　臣　　免　　許

知　　事　　免　　許

565

96

62

34

2

177

671

106

85

1

84

179

宅
地
建
物
取
引
士 計

宅
　
　
　
建
　
　
　
業

５０　条　第　２　項

免
許
申
請

内
訳

変
更
届 84

内
訳

52

32

712

計

登　　　　　　　　　　録

909

変　　　　　　　　　　更

資
格
申
請

1,012

1,237

340

　　〔県内総数　： 468 〕

569 647

1,031

365

　　〔県内総数　：  524 〕

内
訳

168

544

登　　載　　事　　項　　等

8

347

更　　　　　　　　　　新

86

内
訳

4

82

新　　　　　　　　　　規

355

　イ　宅地建物取引業免許申請等受理状況

種　　　　　　　別
受　　　理　　　件　　　数

平成30年度 令和元年度

39
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 ウ 建設業及び宅地建物取引業者等数調 

区   分 地 域 別 
平成31年3月31日現在 令和２年3月31日現在 

業 者 数 対県内比 業 者 数 対県内比 

建 設 業 者 

県  内 
大臣 271 ― 大臣 265 ― 

知事 11,413 ― 知事 11,524 ― 

管  内 
大臣 179 66.1 大臣 175 66.0 

知事 6,481 56.8 知事 6,567 57.0 

宅 建 業 者 

県  内 
大臣 45 ― 大臣 44 ― 

知事 2,810 ― 知事 2,831 ― 

管  内 
大臣 35 77.8 大臣 35 79.5 

知事 1,852 65.9 知事 1,873 66.2 

計 

県  内 
大臣 316 ― 大臣 309 ― 

知事 14,223 ― 知事 14,355 ― 

管  内 
大臣 214 67.7 大臣 210 68.0 

知事 8,333 58.6 知事 8,440 58.8 

宅地建物取引士 県  内 ― 21,850 ― ― 22,363 ― 

 

 

 エ 建設業許可申請書綴及び宅地建物取引業者免許簿閲覧状況 

区      分 
平 成 30 年 度 令 和 元 年 度 

実 人 数 件    数 実 人 数 件    数 

建  設  業 1,694 19,639 1,803 24,552 

内訳 
大臣許可 0 0 0 0 

知事許可 1,694 19,639 1,803 24,552 

宅地建物取引業 202 381 190 317 

内訳 
大臣許可 0 0 0 0 

知事許可 202 381 190 317 

計 1,896 20,020 1,993 24,869 

 

 

 オ 建設業許可証明申請状況 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 

415 1,311 509 
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 (5) 建築，宅地開発，建設リサイクルの指導等 

  ① 建築行政の推進 【建築物の安全安心の確保】 

   当事務所の建築行政区域は，竹原市，大竹市，安芸高田市，江田島市，安芸郡府中町，

海田町，熊野町，坂町，山県郡安芸太田町，北広島町，及び，豊田郡大崎上島町の４市

７町の広範にわたっており，同区域内での建築確認検査業務のほか，違反建築物の防止，

特殊建築物等の定期報告制度等を通じて，良質な建築物の供給や安全・安心な既存建築

物の維持に努めている。 

 

  ② 宅地開発行政の推進 【良好な都市環境の形成】 

開発許可制度を適正に運用することで，無秩序な市街化を防ぐとともに開発地の技術

水準を確保して，良好な都市環境の形成を図っている。 

開発行政区域は建築行政区域と同一であり，同区域内の都市計画区域内の市街化区域

での 1,000 平方メートル以上，区域区分の行われていない非線引き都市計画区域での

3,000 平方メートル以上，及び都市計画区域外での 1ヘクタール以上の開発行為に関す

る許可と指導・取締りに当たっている。 

   なお，山県郡安芸太田町，及び，豊田郡大崎上島町を除く，４市５町に都市計画区域

が指定されており，そのうちの，大竹市，府中町，海田町，熊野町，及び，坂町で市街

化区域と市街化調整区域の区域区分が行われている。 

   また，宅地造成工事規制区域が，竹原市，大竹市，江田島市，安芸郡府中町，海田町，

熊野町，坂町に指定されており，宅地造成の許可と指導・災害防止に努めている。 

 

  ③ その他 【人・社会・環境にやさしい建築物の創造など】 

    バリアフリー法（高齢者,障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律）に基づき，

特定建築物の認定に関する事務を行い，高齢者・障害者等が円滑に利用できる建築物の

建築の促進に努めるとともに，建築物省エネ法（建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律）に基づく事務のうち，省エネルギー基準への適合性判定，届出の受理・指

示・命令等に関する事項を行い，一定規模以上の建築物における省エネルギー性能の向

上を図っている。 

    また，建設リサイクル法（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律）に基づき，

建築物の解体工事，同新築・増改築工事，同改修工事及び建築物以外の新築・解体工事

の届出が義務づけられている。それにより，分別解体等及び再資源化等を促進するため

の措置を講ずるとともに，再資源の十分な利用及び廃棄物減量の指導に努めている。 

 



(6)  建築行政

　ア　建築確認申請受付及び検査状況

29 (1) 4 (0) 10 (0) 1 (1) 15 (0) 5 (1) 8 (0) 2 (1) 15

30 (1) 5 (0) 8 (0) 3 (1) 16 (0) 1 (1) 7 (0) 2 (1) 10

元 (0) 1 (0) 8 (0) 1 (0) 10 (0) 3 (2) 9 (0) 1 (2) 13

29 (1) 4 (0) 2 (0) 1 (1) 7 (1) 5 (1) 2 (0) 3 (2) 10

30 (0) 5 (0) 5 (0) 2 (0) 12 (0) 2 (0) 3 (0) 3 (0) 8

元 (0) 5 (0) 4 (0) 0 (0) 9 (0) 3 (0) 4 (0) 0 (0) 7

29 (2) 11 (1) 5 (0) 2 (3) 18 (0) 8 (1) 4 (0) 1 (1) 13

30 (1) 10 (0) 0 (0) 2 (1) 12 (0) 6 (0) 0 (0) 3 (0) 9

元 (0) 4 (3) 4 (0) 4 (3) 12 (0) 8 (1) 3 (0) 4 (1) 15

29 (1) 6 (0) 10 (0) 1 (1) 17 (0) 10 (2) 9 (0) 3 (2) 22

30 (1) 9 (1) 11 (0) 3 (2) 23 (0) 4 (4) 9 (0) 2 (4) 15

元 (1) 7 (1) 10 (0) 4 (2) 21 (1) 5 (5) 9 (0) 3 (6) 17

29 (1) 7 (3) 15 (0) 3 (4) 25 (3) 6 (7) 13 (0) 5 (10) 24

府 中 町 30 (0) 3 (1) 14 (0) 1 (1) 18 (3) 3 (7) 13 (0) 0 (10) 16

元 (0) 4 (1) 15 (0) 2 (1) 21 (0) 0 (10) 15 (0) 1 (10) 16

29 (0) 4 (2) 14 (0) 2 (2) 20 (0) 3 (13) 13 (0) 2 (13) 18

海 田 町 30 (0) 3 (1) 16 (0) 3 (1) 22 (1) 1 (11) 12 (0) 2 (12) 15

元 (1) 4 (2) 23 (0) 2 (3) 29 (1) 4 (16) 22 (0) 2 (17) 28

29 (1) 5 (2) 11 (0) 0 (3) 16 (0) 5 (5) 14 (0) 0 (5) 19

熊 野 町 30 (0) 5 (0) 11 (0) 2 (0) 18 (1) 4 (6) 10 (0) 2 (7) 16

元 (1) 3 (2) 15 (0) 1 (3) 19 (0) 2 (7) 13 (0) 0 (7) 15

29 (0) 1 (1) 5 (0) 1 (1) 7 (1) 3 (1) 5 (0) 0 (2) 8

坂 町 30 (0) 2 (0) 5 (0) 1 (0) 8 (0) 0 (5) 7 (0) 2 (5) 9

元 (1) 7 (0) 11 (0) 1 (1) 19 (2) 2 (7) 8 (0) 1 (9) 11

29 (0) 0 (0) 0 (0) 1 (0) 1 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0

安芸太田町 30 (0) 1 (0) 0 (0) 0 (0) 1 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0

元 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0

29 (0) 4 (0) 7 (0) 3 (0) 14 (0) 6 (1) 6 (0) 2 (1) 14

北広島町 30 (1) 3 (2) 7 (0) 0 (3) 10 (0) 2 (2) 4 (0) 1 (2) 7

元 (1) 5 (0) 4 (0) 0 (1) 9 (0) 5 (1) 3 (0) 0 (1) 8

29 (0) 2 (0) 0 (0) 0 (0) 2 (0) 0 (0) 1 (0) 0 (0) 1

大崎上島町 30 (1) 16 (0) 0 (0) 0 (1) 16 (12) 14 (0) 0 (0) 0 (12) 14

元 (0) 2 (0) 0 (0) 1 (0) 3 (0) 2 (0) 0 (0) 1 (0) 3

29 (7) 48 (9) 79 (0) 15 (16) 142 (5) 51 (32) 75 (0) 18 (37) 144

合　計　 30 (5) 62 (5) 77 (0) 17 (10) 156 (17) 37 (36) 65 (0) 17 (53) 119

元 (5) 42 (9) 94 (0) 16 (14) 152 (4) 34 (49) 86 (0) 13 (53) 133

（注１）　１号　法第６条第１項に規定する特殊建築物で床面積100㎡を超えるもの。

         　 ２号　木造で階数が3以上又は延床面積500㎡を超えるもの。

            ３号　非木造で階数2以上又は延床面積200㎡を超えるもの。

            ４号　前号に掲げる以外の建築物。

（注２）　確認申請受付状況は，計画通知を含む。また，計画変更確認申請は，（　　）書で外数とする。

（注３）　検査状況は，計画通知を含む。また，中間検査合格は，（　　）書で外数とする。(設備等は中間検査なし）

建   　 築     物 　   区   　 分

１～３号

町　村　名

設備等

年
度

計

確　認　申　請　受　付　状　況

４　　号

検        査    　   状        況

１～３号 ４　　号 設備等

建     築 　   物     区  　  分

計

豊
田
郡

竹　　　原　　　市

大　　　竹　　　市

安　芸　高　田　市

江　 田 　島 　市

安
芸
郡

山
　
県
　
郡
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　イ　都市計画法及び宅地造成等規制法に基づく許可申請件数

区分　

市町名

府 中 町

海 田 町

熊 野 町

坂 町

安 芸 太 田 町

北 広 島 町

豊
田
郡

大 崎 上 島 町

（注）竹原市分は１ｈa以上のものに限る。

　ウ　都市計画法及び宅地造成等規制法に基づく完了検査件数

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

市町名

府 中 町

海 田 町

熊 野 町

坂 町

安芸太田町

北広島町

豊
田
郡

大崎上島町

（注）竹原市分は１ｈa以上のものに限る。

都 計 法 第 43 条 許 可 申 請開 発 許 可 申 請宅 地 造 成 許 可 申 請

宅 地 造 成 完 了 検 査 開 発 許 可 完 了 検 査

000

1

件数 面積(㎡)

0

0

0

0

0

0

990

面積(㎡)

943

4,205

1,102

0

0

00

江 田 島 市 0 0

11,918

0

40,5685

2 4,249

6 18,699

3

0 0 0

0

1 3,164

108 21,828

竹 原 市

3

3 16,799

3 1,939

1

大 竹 市

1

0 0 0

0 0

2,100 0

0

0

件数 面積(㎡) 面積(㎡)

0 0

0 0 0

00 0

0 0 0

0 0 0 0

平成30年度 令和元年度令和元年度

面積(㎡) 件数 面積(㎡) 件数件数

平成30年度 令和元年度

件数

平成30年度

面 積 ( ㎡ )件数面 積 ( ㎡ )

1,09442,357317,2068,771 15 4

件数 面 積 ( ㎡ )

74,007

0

20

計

0

11

10

0

0

山
県
郡

0

9

0

0

0

0

65,705

148,266

0

4

3,605

0

0

4

0

0

29,828

1

0

0

0

22,442

0

0

1 3,164

1

0 0

1 7,327

0

0

9

0

0

0 0

0

0

0

0 0

2 1,790

0

件数 面 積 ( ㎡ )

1

0

812

0

1

0 0

0 0

0

0

0

3

0

件数

16,869

2,468

0 0 0

00

0 0

0 1 7,327

0 0

0 0 1 603 0 0 1 2,861

0 0 0 0 0 00

0 00 0

1 0

0

0

0 0

0 0

1 1332

0 0

0

1,09442,710

0 0

2,2242

00

山
県
郡

大 竹 市

安 芸 高 田 市

計

安 芸 高 田 市

江 田 島 市

安
芸
郡

竹 原 市

0

0

2,549

00

9,086

0 0

00

0 0

0

0

0

0

0

01,688

0安
芸
郡

38,100

39,044

03 16,546 2 5,417978

0 0 1 603

000

6
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 エ 建築基準法の許可，仮使用承認及び道路位置指定状況 

（単位：受付件数） 

区分 

 

年度 

用途地域 

関  係 
道路特例 

容積率の 

制  限 

建築物の 

高さ制限 
日影規制 

卸売市場 

等の位置 

仮 設 

建築物 
仮使用承認 
(特定行政庁) 

仮使用承認 

(建築主事) 

道路位置 

指  定 

29 0 23 0 0 0 0 2 0 0 12 

30 1 15 0 0 0 2 7 4 0 21 

元 0 18 0 0 0 0 3 6 0 11 

 

 

 オ バリアフリー法に基づく認定を行った建築物一覧 

                                     

番号 市町村名 建築物名称 建築主 用途 延べ面積（㎡） 

H30-1 海田町 海田公民館 
海田町長  
西田 祐三 

公民館 2,915.26 

R01-01 海田町 海田町新庁舎 
海田町長  
西田 祐三 

官公署（庁舎） 6,675.33 

  ※平成 29年度は該当なし 

 

 

 カ 省エネ法届出の受付状況 

                                    （単位：受付件数） 

区分 

 

年度 

①ホテル等 ②病院等 ③物販店等 ④事務所等 ⑤学校等 ⑥飲食店等 ⑦集会所等 ⑧工場等 ⑨住宅等 計 

29 0 2 2 2 6 0 2 7 39 60 

30 0 4 5 5 7 2 2 31 30 86 

元 0 1 1 3 4 0 2 14 48 73 

 

 



(7)  建設工事の資材のリサイクル指導

　　　建設リサイクル法の対象建設工事に係る届出等件数

令和元年度

市町名

66 8 71 44 7 47 1 0 33 2 1 103

58 3 29 69 3 40 3 0 17 7 0 29

58 3 23 35 3 20 1 3 67 1 1 105

62 1 22 57 1 17 3 4 27 7 3 34

98 11 25 49 7 19 2 0 37 4 1 32

47 10 29 28 6 15 2 3 20 1 0 37

22 1 3 25 1 2 10 4 13 1 0 29

51 2 8 19 2 11 7 1 12 9 0 16

17 0 13 16 0 18 3 0 34 3 0 25

27 4 29 34 4 24 2 1 58 1 0 45

12 0 8 14 1 3 0 4 21 0 0 21

0 0 5 0 0 5 0 0 1 0 0 2

518 43 265 390 35 221 34 20 340 36 6 478

21

（株）西日本高速
道路， ＪＲ等

豊
田
郡

大崎上島町

520
計

826 646 394

62

20 18

6160

25

46

坂 町

30

安
芸
郡

熊 野 町

山
県
郡

安芸太田町

北 広 島 町

海 田 町

府 中 町

26

134

34 37 28

2561

84

85

25

32

75

39

20

58 71

届 出 件 数 通 知 件 数

建 築 物
の 解 体

建 築 物
の 新 築

等

そ の 他
の 新 築
解 体

建 築 物
の 解 体

建 築 物
の 新 築

等

そ の 他
の 新 築
解 体

そ の 他
の 新 築
解 体

そ の 他
の 新 築
解 体

建 築 物
の 解 体

建 築 物
の 新 築

等

平成30年度

江 田 島 市

28

75

86

3027

3849

37

34 44

107

令和元年度平成30年度

安 芸 高 田 市

90 112

145 98
竹 原 市

34 106

36
大 竹 市

20

建 築 物
の 解 体

建 築 物
の 新 築

等
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